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１．理事会の活動
① 理事会の審議（主要審議事項）

 第６２回理事会 （平成２８年５月１１日）

 広域系統整備計画実施案に係るコスト等調査業務委託に関する入札の落札
者決定について

 第６３回理事会 （平成２８年５月１８日）

 業務規程の変更案の総会付議及び認可申請について

 第２回通常総会の招集及び開催について

 東京中部間連系設備に係る広域系統整備の実施案及び事業実施主体並び
に費用負担割合の案の決定について

 第６４回理事会 （平成２８年５月２５日）

 東北東京間連系線に係る短工期対策の検討について

 苦情及び相談対応に係る情報公表について

 第６５回理事会 （平成２８年５月３１日）

 情報管理規程等の変更等について

 スイッチング支援システム平成２８年度改良業務委託（その１～３）の契約締結
について

 広域連系系統の作業停止計画（平成２８、２９年度）の変更について

 第６６回理事会 （平成２８年６月８日）

 第２回通常総会における議決権保有会員の認定について

 第６８回理事会 （平成２８年６月１５日）

 リプレース対象廃止計画のリプレース該当可否判断について
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2３．全国及び供給区域毎の需要に対する
適正な供給力の確保状況の評価に関する事項

・全国エリア：予備率１２％を確保
・各エリア ：東京エリアを除き予備率８％以上を確保。

東京エリアは、地域間連系線を活用して、他エリアから予備率８％を下回らない範囲で、
供給力を振替えると、予備率８％以上を確保できる見通し。

※平成28年度供給計画とりまとめ（案）より
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夏季需給予想（Ｈ２８．7月）

７月最大需要電力

（H３送電端）

７月供給力

７月予備率

万ｋＷ

全国最大需要電力 １５、７２１万ｋＷ
全国供給力 １７、６７６万ｋＷ
予備率 １２．４％
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項目 平成27年度 平成28年度

第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 下期

委員会開催実績・予定

広域系統長期方針

東北東京間連系線

東京中部間連系設備（ＦＣ）

中国九州間連系線（関門連系線）

 検討事項
定款第４１条第１項の規定に基づき広域系統整備委員会を設置し、以下の事項を検討する

（１）広域系統長期方針に係る検討
（２）広域系統整備計画に係る検討 など

５．その他
① 広域系統整備委員会

 委員会の議事
開催回 議事 備考

第13回
（H28.5.27）

 広域系統長期方針
 広域系統整備計画（東北東京間連系線、東京中部間連系設備）
 一般負担の上限額（バイオマス発電等）

 東北東京間連系線 実施案受領（5/9）
 FC実施案、事業実施主体、費用負担割合案決定(5/18理
事会)

 一般負担の上限額設定（意見募集5/31～6/13）

第14回
（H28.6.24）

 広域系統整備計画（東北東京間連系線、東京中部間連系設備）
 一般負担の上限額（バイオマス発電等）
 計画策定プロセス開始要件適否確認

 FC費用負担割合案の同意確認（6/23時点8社から回答受
領）

 FC広域系統整備計画決定（6/29理事会予定）
 一般負担の上限額指定（バイオマス発電等）（6/22理事
会）

 概要スケジュール

調査・各種情報収集
シミュレーション・評価

あるべき姿、実現に向けた考え方

公募要領検討・実施案募集・評価

費用負担割合、整備計画取りまとめ

実施案提案・評価

費用負担割合、整備計画取りまとめ

★ ★ ★ ★ ★ ★★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

基本要件決定(9/30)

基本要件決定(9/30)

整備計画決定

整備計画決定

中間報告書

実施案・事業実施主体、
費用負担割合案決定

実施案・事業実施主体、費用負担割合案決定（5/18）

評議員会審議事項

＊長期方針等の検討結果に基づき進め方を検討

★ ★ ★

流通設備形成の考え方整理

将来潮流の考察

全体とりまとめ

最終とりまとめ
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５．その他
③ 情報セキュリティに関する取組み

次
年
度
以
降
も

継
続
的
に
実
施

1Q 2Q 3Q 4Q

2016年度

Plan

Do

Check Action

システムの運用、対策推進計画の実施（研修・自己点検）

内部監査・外部監査・ペネトレーションテスト 規程見直し

準備
普及啓発ツールの整備・情報提供体制構築

実施
普及啓発活動・情報提供

各規程の変更、
対策推進計画策定

広域機関内の取組

会員向けの取組

6/1から(新)情報セキュリティ関連規程の施行開始。運用中。

経済産業省、IPAと連携して準備中。

科学技術イノベーション

総合戦略 2016

5月24日閣議決定

データやIoT技術の活用において、セキュリティの重要性に触れ「重要インフラ等

から優先的に対応する。業界内・業界間でのサイバー攻撃等の情報共有を共通

化・自動化を実現する仕組みを構築」すると記載。

6/24

計画と実績

（参考）科学技術イノベーション総合戦略2016
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